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研究成果の概要：  
放課後等デイサービスにおいて，発達障害児に対して集団プログラムを立案・実施した．プ

ログラムは，1回 3 時間・全 8回/45 日間を行った．応募者 9 名のうち 7 名について，1) 個別
の目標，2)運動的側面，3)心理社会的側面に関するデータを計 4回（介入前 2 回，介入後 2 回）
測定し解析した．結果，個別の目標および運動的側面について有意な向上を認めた．心理社会
的側面については，有意な向上を認めなかった． 
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１．研究の背景 

2012 年，厚生労働省（以下，厚労省）は，
障害のある子どもが継続的な訓練・遊び・ス
ポーツなどを通して自立に必要な力を養う
ことを目的に，放課後等デイサービスを新設
した．その後，当事業は急速に普及し，2015
年時点で全国に 6971 ヶ所が開設され，本サ
ービスを利用する発達障害児はおよそ 5万人
と推定されている 1）．その反面，障害への理
解やプログラム内容の質が十分に担保され
ていないことが大きな課題となっており 2），3)，
厚労省は 2017 年 4 月より有資格者配置の基
準引き上げと実施内容の点検義務を課して
運用の適正化を図っている状況である 4,5)． 
 一方，放課後等デイサービスを利用する発
達障害児は，自閉症スペクトラム障害（以下，
ASD），注意欠陥多動性障害（以下，ADHD）を
もつ子どもが多く 1)，彼らは生活において
様々な困難さを抱えている．例えば， ASD を
もつ子どもの 79%は運動面に問題があり 6)，
定型発達児と比べて心理的な問題を約４倍
生じやすく 7)，56%が年齢から期待される日常
生活スキルを下回っていることが指摘され

ている 8)．加えて Rotheram ら 9)は，52%がク
ラスの中で孤立もしくは関係の希薄な極少
数の友だちしかいない状況を明らかにして
いる．また ADHD をもつ子どもでは，50%に運
動困難さ 10)，60%に社会不適応な行動 11)，33%
に心理的に大きな問題があり 12)，50%が友だ
ちからの阻害感を感じているとの報告 13)が
ある．さらに，発達障害児は地域生活におけ
る余暇の過ごし方にも困難が生じている現
状があり 14，15)，これらは将来的な社会参加や
QOL に悪影響を及ぼすとの報告もある 16，17)． 
 このように発達障害児を取り巻く種々の
問題について，支援の質的担保が課題とされ
ている放課後等デイサービスにおいて，作業
療法士もリハビリテーション専門職として
関わることが求められている 18)． 

 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は，放課後等デイサービスに
おいて立案した集団プログラムの効果につ
いて，1) 子どもの個別的目標，一般的に発
達障害児の課題となりやすい 2) 運動的側面，
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および 3) 心理社会的側面，の 3 つの観点か
ら前方視的に検討することである． 
 

 

３．研究の方法 

1) 研究デザイン 
 単群介入前後比較研究とした．アウトカム
測定を，介入 4週間前，介入 2週間前，介入
2 週間後，介入 4週間後に行った．  
 
 
 
 
 
 
 
 
2) 対象 
・適格基準 
 小学生男児（6歳〜12 歳），IQ70 以上で，
自閉性障害，アスペルガー障害，特定不能の
広汎性発達障害，注意欠陥多動性障害のいず
れかの診断を受けているものとした． 
・除外基準 
 他の実験研究，または他のセラピーへの参
加がある，もしくは集団適応に著しい困難さ
を呈した場合とした． 
 
3)リクルート 
 筆者が所属する福井県内の小児科クリニ
ックおよび放課後等デイサービスにて，施設
内にポスターを掲示し，研究対象者を募った． 
 
4) アウトカム 
一次アウトカム 
Aid for Decision-making in Occupation 
Choice for school; ADOC-S19) 
Canadian Occupational Performance 
Measure；COPM20) 
 ADOC-S は，こどもと保護者および支援者が
協働して個別の目標を設定するためのツー
ル(i pad アプリケーション)である．4カテ
ゴリ(ADL，学校生活，交流，遊び)全 64 項目
の活動・参加レベルのイラストで構成されて
おり，イラストを選択した上で優先順位によ
って最大 3つの目標を設定する．COPM は，こ
どもおよび保護者へのインタビューより個
別の目標を設定・測定するツールである．各
目標について「どれくらい上手にできている
か（遂行度）」「どれくらい満足しているか（満
足度）」を 1〜10 点で採点する．今回，ADOC-S
を用いた目標設定を行った後，COPM の 10 段
階評価を実施した． 
 
二次アウトカム 
Bruininks-Oseretsky Test of Motor 
Proficiency, 2nd Edition；BOT221) 

 4-21 歳までの運動機能を測定するツール．
全 53 個のアイテムを含み，8 つのサブスケー
ル（1.微細運動の正確さ，2.手と目の協応性，
3.手指巧緻性，4.上肢機能，5.両側協調性，
6.バランス，7.瞬発力，8.体力）で構成され
ている．各サブスケールには，5〜9個の課題
があり，課題の成功数や達成スピードをもと
に採点する．全般的な運動を測る方法として
全てのサブスケールから 14 アイテムを抽出
した短縮版も備えている．今回は，短縮版（全
体）および 5.両側協調性，6.バランス，7.
瞬発力，8.体力を使用した． 
 
Children’s Perceived Competence Scale; 
CPCS22) 
 小学生を対象としたこどもの気持ちを測
るツールである．自己記入式の質問紙で，全
40 個の質問に「いいえ，どちらかといえばい
いえ，どちらかといえばはい，はい」で回答
する．4つのカテゴリ（学習，社会，身体，
一般），各 10 問ずつで構成されており，カテ
ゴリごとに 10〜40 点で採点する． 
 
 全てのアウトカムは，上記の通り合計 4 回
の測定を行った．ADOC-S および COPM につい
ては筆者が保護者に対して行い，BOT2 および
CPCS については介入に参加しない理学療法
士が対象児に対して行った． 
 
5) 介入方法 
 介入プログラムは，放課後等デイサービス
の実施形態とあわせて集団療法とし、基本的
には我々の先行研究に基づいた 23)．まず
ADOC-S を実施し対象児の個別の目標を設定
した上で，全スタッフと共有した．おもな集
団活動はフットサルとし，活動前後の準備や
片付け，練習目標の設定，セルフケア（着替
えや入浴），レクリエーションを含めた一連
の作業活動も，個別の目標へ対応するよう手
段的に活用した．具体的には，1.運動的要素
（体操時の運動模倣，道具の組み立てに要す
る巧緻動作，ランニングやボールを用いた粗
大運動など），2.心理社会的要素（係ごとの
役割遂行，ミーティングでのルール学習な
ど）を含んだ集団プログラムを立案した． 
 実施時間および頻度は，1 回 3 時間，全 8
回（45 日間のうち）とした．実施者は，作業
療法士 1名とアシスタント 1名の計 2名で行
った． 
 
6) 解析方法 
 各アウトカムの測定 1-4 回目について
Friedman 検定を行った．有意差が認められた
アウトカムについて，事後検定として Holm
法による多重比較を行い，その効果量（r）
を算出した．効果量（r）の大きさは，small
＝0.10，medium=0.30，Large=0.50 とした 24)．



有意水準は 5%未満とした．全ての統計解析は
HAD ver.1525)を使用した． 
 
7) 研究倫理と利益相反 
 本研究は，福井大学医学系研究倫理審査委
員会にて承認（no.20160156）を受け，全て
の参加者の保護者および可能な場合には本
人からも書面による同意を得て実施した．な
お、本研究に関する利益相反はない． 
 
 
４．研究成果 
１）参加者 

 本研究には9名が応募し，1名が途中辞退，
1 名が適格基準非該当であった．結果，7 名
について得られたデータを解析した．診断名
による内訳は，自閉症スペクトラム障害 4名，
注意欠陥多動性障害 3 名であった．プログラ
ム参加回数は，平均 7.6 回(最小 7回〜最大 8
回)であった． 

 

n=7 Mean±SD 

年齢/歳 7.9±1.5 

身長/cm 125.5±6.5 

体重/kg 24.6±3.3 

FSIQ
*1

 100.0±15.7 

AQ
*2

 27.4±8.2 

ADHD-RS
*3

 20.7±12.1 

DCD-Q
*4

 36.4±6.9 
*1

WISQ-Ⅳによる Full Score Intelligence quantities 

*2
Autism-Spectrum Quotient 

*3
ADHD Rating Scale 

*4
Developmental Coordination Disorder Questionnaire 

 

２）アウトカム 

 Friedman 検定により有意差が認められた
アウトカムは，COPM の遂行度(p<0.01)および
満足度(p<0.01)，BOT2 の全体(p<0.01)，両側
協調性(p<0.01)，バランス(p<0.01)、瞬発力
(p<0.01)、体力(p<0.01)であった． 
 これらのアウトカムについて，Holm 法によ
る多重比較を行った結果、介入前後の比較（2 
vs 3）では，COPM 遂行度 3(2.75〜4)→7(5.75
〜8) r=0.67、満足度3(1.75〜4)→6(6〜8.25) 
r=0.78 の向上が認められた(遂行度 p<0.01，
満足度 p<0.01)．また，運動的側面について
も，全体的な運動 64(62〜72.5)→69(67.5〜
76) r=0.58、バランス 32(30〜32.5)→35(32
〜35.5) r=0.72 について向上が認められた
(全体 p=0.04，バランス p=0.02)．これらは
介入 4週間後（3 vs 4）においても低下は認
められなかった． 
 COPM については，「自分で時間をみて準備
や片付けをするようになった」「友だちと外
へ遊びにいくようになった」「泣くことが減
った」「友だち（兄弟）とサッカーを楽しむ

ようになった」など介入後に個別の目標の改
善が伺われるコメントがあった． 

 一方，心理社会的側面（CPCS）について
は，全体の水準を通して有意な変化は認めら
れなかった（p=0.07〜0.48）． ※ 一部デー
タについて解析途中． 
 

＜考察＞ 
今回，COPM や BOT2 において，介入前後で

有意な向上，ならびに高い効果量が認められ
たことから，本プログラムは，フットサルと
いう集団プログラムでありながらも，個別の
目標に対応することが可能であり，なおかつ
運動面について有効である可能性が示唆さ
れた．先行研究でも，集団スポーツが運動面
や心理社会面において効果がある 26，27)との報
告はなされているが，個別的な目標の実現に
活用した報告はほとんど見当たらず，本研究
による新たな知見と言えるだろう．  
 一方で，心理社会面において先行研究と異
なり有意な向上が認められなかった点につ
いては，アウトカムの選別，測定方法の見直
しが必要と考えられる．こどもが自己記入す
る質問紙評価は，こども自身の価値観，日常
的に置かれている立場，他者からの期待の影
響を受けやすいとの指摘がある 28)。より適切
にこどもの心理社会的な変化を捉える方法
を検討していく必要がある．以上のことより，
効果を厳密に検証するにあたっては，非介入
対照群の設定，介入方法の厳格化、アウトカ
ムの再検討が課題である． 
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